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企業は、人工知能（AI）やビックデータ、ロボット、
ソサエティー5.0、再エネ、ヘルスケア等への対応
が課題

行政は、少子高齢化や人口減少、インフラの老朽
化、地域経済の不活化等が課題

行政や企業のみでは、Solutionが見いだせない

従来以上に産学官連携が重要

今なぜ産学連携、地域連携が必要か？



人口減少
人口40年後72％、

100年後35％

過疎化
869の消滅
自治体

経済の不
活性化
地域産業の
衰退

コミュニティ
の崩壊

伝統文化の喪失

インフラの老
朽化

水道、下水、公共
施設の劣化

防災・減災への
対応

地震、暴風雨、酷暑

交通網の劣化
鉄道、バス路線の縮小

産業の空
洞化

１次、２次産
業の衰退

廃炉 環境放射能
風評被害

情報化社会へ
の対応

IoT、ビッグデータ、
AI、Society5.0
デジタル・ガバメント

県内自治体の抱える課題

行政課題が多様化・複雑化している
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県内企業の抱える課題
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ＤＸへの対応
IoT、ビッグデータ、
AI、Society5.0
デジタル・ガバメント

ロボット技術へ
の対応

ドローン、コミュニ
ケーション・ロボット、
災害対応ロボット

次世代エネ技
術への対応

太陽光、風力、バイオ
マス、小水力、水素

医療機器分野
への対応

手術用機器、診断装
置、電子カルテ、遠隔
診断システム

グローバル社会
への対応

越境ビジネス、EC、
SDGs、カーボン
ニュートラル

モビリティー・シ
ステムの高度化
への対応

ＥＶ、FCV、ＣＡＳＥ、
Maas



福島大学の基本理念

地域と共に21世紀的
課題に立ち向かう大学
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人文社会学群

人間発達文化学類 （264名）

行政政策学類 （191名）

経済経営学類 （225名）

夜間主コース（現代教養コース）（22名）

理工学群

共生システム理工学類 （171名）

農学群

食農学類 （100名）

大学院

人間発達文化研究科

地域政策科学研究科

経済学研究科

共生システム理工学研究科

福
島
大
学

教育実践、心理学・幼児教育、特別支援・生活科学、芸術・
表現、人文科学、数理自然科学、スポーツ健康科学

地域政策と法、地域社会と文化

経済学、経営学

数理・情報科学、経営システム、物理・システム工学、物質科
学、エネルギー、生物環境、地球環境、社会計画、心理・生理

食品科学、農業生産学、生産環境学、農業経営学

教育実践、地域文化創造、学校臨床心理

地方行政、社会経済、行政基礎、社会計画、地域文化

経済学、経営学

数理情報、物理・メカトロ、物質・エネルギー、
生命・環境

福島大学の学群・学類の構成

（1学年の人数）



センター業務の総括、年度計画、広報誌の発行、ＨＰ・Ｗｅｂ
サイトの運営、広報活動、CERAリエゾンオフィス等の管理
運営、研究計画 等

研究シーズの出展、研究技術発表会・地域活性化フォーラ
ム等の開催、登録研究会との交流、企業ニーズと研究シー
ズのマッチング、地方自治体・産業界等との連携、技術・経
営相談や学術指導、地域社会における人材育成、共同研
究企画や外部研究資金の獲得 等

公開講座・公開授業の実施、生涯学習機会の提供、
地域課題や生涯学習に関する研究、企業向け教育研修

企画管理部

リエゾン部

生涯学習部

情報資料部

地
域
創
造
支
援
セ
ン
タ
ー
長

理
事
・
副
学
長

（
研
究
・
地
域
連
携
担
当
）

地
域
創
造
支
援
セ
ン
タ
ー

副
セ
ン
タ
ー
長
（
2
名
）

業 務 内 容

地域創造支援センター（ＣＥＲＡ）

福島大学 地域創造支援センターの概要

ＣＥＲＡ資料室への資料の受入れ、整理、解放
定期刊行物（福島大学地域創造、ＣＥＲＡレター）の編集・企
画・発刊

全学の産学官
連携窓口



福島大学における産学官連携の流れ

大学には研究資源の多くが集中

技術革新の大きな潜在能力

行政・企業

行政ニーズ
企業ニーズ

福島大学 地域創造支援センター
①相談（電話・メール、来訪）
②ニーズに応じて教員選定
③マッチングの場を設定
④共同研究、受託研究等締結

・共同研究
・受託研究

・成果の移転
・課題解決

地域振興
技術革新

①相談・照会

学 類 教員

人間発達文化学類 74名

行政政策学類 37名

経済経営学類 39名

共生システム理工学類 ５4名

食農学類 ３８名

各種センター 12名

環境放射能研究所 12名

福島大学（約270名）

②適任の教員とマッチング

③契約手続きなど ④実地指導など
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技術相談に関するお問い
合わせ、地域振興に関す
るお問い合わせにメール
フォームをご利用ください。

メールの内容は、地域創
造支援センターへ送信さ
れ、「福島大学」で検討
の上、回答します。

ＵＲＬ
http://www.cera.fukushima
-u.ac.jp/welcome/new_mail

困ったことが
あったら
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福島大学における産学官金連携組織体

福島大学地域創造支援センター
連携コーディネーター連絡会議

目 的：行政課題等の解決のため本学
との連携協力

構成員：自治体(25)、金融機関(10)、
産業支援機関(3)

CD就任：本学から委嘱

福島大学絆会
（研究・地域連携協力会）

目 的：県内企業等との産学連携
構成員：県内企業(200予定)、金融

機関、各種団体(賛助会員)、
自治体(賛助会員)

会 員：申込み、会費要

ふくしま産学官
コーディネーター会議

目 的：CDの資質向上のための情
報交換の場

構成員：大学(4)、産業支援機(16)
会 員：各機関からの申出

H21.3設立

Ｒ1.10設立 Ｈ30.7設立

構成主体：企業中心 構成主体：ＣＤ中心

構成主体：自治体中心



令和元年度CERAへの相談（来学のみ）

相談件数 75件/年度

公益法人
13件
（15％）

企 業
32件
（43％）

地方自治体等
18件
（24％）

他大学
14件
（16％）

〇企業からの相談事例
・食農学類との連携
・ソフトサポートスーツの開発
・草刈りロボットの開発 等

〇地方公共団体からの相談事例
・ものづくり補助金（市）
・市議会勉強会講師の派遣（市）
・観光基本計画の策定（市） 等

・同一機関が複数回利用するケースがある
・初めての機関は敷居が高いと感じている 11

種 別 具体的な機関など

企 業
コニカミノルタ、福島キャノン、富樫縫製、福島
三技協、信濃屋 等

公益法
人

中小企業団体中央会、産業振興センター、日本
弁理士会 等

他 大 学 山形大学、日本大学、東北大学 等

自治体
等

福島市、郡山市、須賀川市、二本松市、白河市、
喜多方市、田村市、南相馬市、伊達市 等



大学の得意とするところ

プロセスを考えること

エビデンスを出すこと
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ものづくり、製品化は圧倒的に企業が得意

大学はPOCレベルまで



水中ロボットの開発（高橋研究室）
研究の目的

• 放射能の動態を調査するために，湖沼の湖底泥を採取する水中ロボットを
開発する．

水中ロボットの要求仕様

• 地層構造を保存したまま湖底泥を採取する機能を有する．

• 小型軽量でその運用に母船を必要としない．

• 湖岸から投入することで自立的・自律的にサンプリングが行える．
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⑦ 基地局との無線通信システム

⑥水中マニピュレータ（図示なし）

②PTFEを用いた浮力調整
器

①低レイノルズ数で有効な水中翼

⑤不攪乱柱状採泥器

④姿勢制御システム
⑧水中でのロボット
位置計測システム
⑨光カップリング

③従来比で2倍の推力を持つ
採泥用小型スラスタ

企業とのマッチング事例



福島にちなん
だ＜雪うさぎの
恵み弁当＞パッ
ケージの開発

人間発達文化
学類 新井 浩

企業とのマチング事例
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企業との連携事例

「搬送用スクリューの技術開発」
共生システム理工学類 高橋 隆行 情野 瑛

飲料などの工場のラインでは、
ビンやペットボトルを搬送す
るためにスクリューを用いて1
本ずつ間隔を開け、適切なタ
イミングで送っています。その
搬送用スクリューを多軸の
NC工作機械による切削加工
で造り出すための工具軌道
をロボット工学で利用される
同次変換という数学的手法
を応用することで、さまざまな
搬送用スクリューを理論的な
裏付けを保証しながら造るこ
とができるようになった。
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「ソフトサポートスーツの開発」を支援
人間発達文化学類 杉浦弘一

「ソフトサポートスーツ」
は炭素繊維強化複合材料
（CFRP）を背部に組み込
むことで、腰部に集中する
負荷の軽減と保護効果を
向上させるとともに、装着
感が良く、簡便に脱着でき
る製品です。
この「ソフトサポートスー
ツ」の効果をスポーツ工学
的視点で、腰部への負担
軽減、装着感等を検証し、
商品開発に貢献すること
ができた。

企業との連携事例



“お出かけゼミ”の実践からはじまったプロジェクト
福島大学の吉田ゼミでは、「地方の暮らしの足である『公共交通』を使って、どうやって
“お出かけ”の機会を増やし、地域に住んでいる人たちを元気にしていくか」を研究テー
マにしている。

会津塗りのおちょこが、市内巡回バスのフリー切符
になって各種の特典も受けられる「おちょこパス」
だ。このアイデアは学生のゼミ活動から生まれ、多
くの民間企業や地域の人々が協力し成立した。

おちょこを乗車券代わりに市内をバスで周遊
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地域とのマッチング事例



産学官連携で乗り越えなければならない課題

各セクターの性格の違いを認識
 産 利益の追求 個々の利益追求、企業間競争
 学 真理の探究 研究費の確保、研究論文の作成
 官 公益性の追求 全体主義、曖昧な目標設定
 金 産+官 公益性と自社利益を絶えず意識

これらセクターがビジョンを共有するのはかなり困難

 各セクターが個々の利害を乗り越えて公益性を追求する意識
 出口戦略、ビジョンの共有化が必要

産学官金連携がうまくいく！
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こう言ったことを意識しながらコーディネートすれば



最後までご清聴ありがと
うございました。

産学官連携（さんがくかんれんけい）とは、
新技術の研究開発や新事業の創出、技術課
題や行政課題等の解決を目的として、大学
などの教育機関・研究機関と民間企業、行
政機関が連携することをいう。
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